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【第108号議案】 

 

 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

１ 提案理由 

新型インフルエンザ等対策特別措置法及び内閣法の一部を改正する法律（以下「改正法」

という。）の施行に伴い、所要の改正を行う必要がある。 

 

２ 改正法の概要 

・地方公共団体が行う国等の職員の派遣の要請について、改正法の施行前では、緊急事態宣

言時かつ新型インフルエンザ等対策特別措置法に根拠がある事務に限り可能 

・改正法の施行後は、政府対策本部が設置された時から職員の派遣の要請を行うことができ

るようにするとともに、対象事務を拡大 

改正項目 改 正 前 改 正 後 

要請可能時期 新型インフルエンザ等緊急事態宣言時 政府対策本部が設置されている間 

対象事務 

新型インフルエンザ等緊急事態措置 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法

の規定により実施する措置 

特定新型インフルエンザ等対策 

・新型インフルエンザ等対策特別措置法

の規定により実施する措置 

・感染症法の規定により実施する措置 

 

３ 条例改正の概要 

⑴ 新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定により本県に派遣された職員に対して支給

する手当の名称の変更 

改 正 前 改 正 後 

新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当 特定新型インフルエンザ等対策派遣手当 

手当の日額は、6,620円を超えない範囲内で人事委員会規則において規定 

⑵ 引用する条項の整理 

 

４ 施行期日等 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の職員の給与に関する条例の規

定は、令和５年９月１日から適用する。 

総 務 委 員 会 資 料 

令和５年９月27日・28日 

総 務 部 人 事 課 
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【第 111 号議案】 

 

公立大学法人島根県立大学が徴収する料金の上限について 

 

１．概 要 

  島根県立大学では、令和５年 11 月から、社会人等の多様なニーズに応じた学

習機会を、地域に積極的に提供するため、履修証明プログラムを開講する予定。 

  履修証明プログラム制度の実施に伴い徴収する、授業料等について、地方独立

行政法人法第 23 条の規定に基づき、議決を経て認可予定。 

 

［参考］地方独立行政法人法 第 23 条 

地方独立行政法人は、その業務に関して料金を徴収するときは、あらかじめ、料

金の上限を定め、設立団体の長の認可を受けなければならない。 

 

２．履修証明プログラム 

（１）対象者 社会人等 

（２）内 容 大学等の教育・研究資源を活かし、一定の教育計画の下に体系的

な知識、技術等の習得を目指した教育プログラムを提供 

       プログラム修了者には、学校教育法に基づく履修証明書を交付 

（３）開講予定のプログラム 

    ① 食品の機能分析の活用及び研究・実践プログラム（120 時間） 

    ② 地域の精神看護に係るキャリアアッププログラム（60 時間） 

 

３．料金の上限設定 

 現在、県立大学で実施している、科目等履修生（社会人等が大学の特定の科

目を履修）の料金設定に準じて設定。 

 

区     分 上  限  額 

 入学検定料    ９，８００円 

 入 学 料 
 県内者   １８，８００円 

 県外者   ２８，２００円 

 授 業 料 （１単位、３０時間あたり）   １４，８００円 

 

総 務 委 員 会 資 料  

令和５年９月 27 日・28 日 

総 務 部 総 務 課   
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【第 91 号議案】 

 

 

 

私立学校・私立専修学校における光熱費等緊急支援について 

 

 

 原油価格・物価高騰の影響を受ける中、生徒の学習環境を確保するため、学校におけ

る光熱費等を支援 

 

 

１．私立学校に対する支援 

⑴ 支援内容 

  ・光熱費等単価の上昇分（令和３年度同月比）について助成 

  

 ⑵ 助成対象 

  ① 私立中学校・高等学校（増額） 

  ② 私立専修学校高等課程・専門課程（増額） 

 

⑶ 助成率 

  ① 私立中学校・高等学校・専修学校高等課程  県 10/10 

  ② 私立専修学校専門課程  県 1/2・学校法人 1/2 

 

⑷ 予算額 

   １５，４５５千円 

 

総 務 委 員 会 資 料 

令和５年９月 27 日・28 日 

総 務 部 総 務 課 
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【第91号議案】 総 務 委 員 会 資 料 

令和５年９月27日・28日 

総 務 部 管 財 課 

 

県庁舎等整備事業について 

１．概要 

国民スポーツ大会(2030年度開催予定)の準備にあたり、本庁舎を始めとする

既存庁舎(分庁舎、第２分庁舎、第３分庁舎、東庁舎及び南庁舎)ではスペース

の確保が困難であり、かつ本庁舎等の近傍に適当な借上施設等も無いことから、

庁舎を建設する。 

 

２．事業内容 

・予 定 地 元交通機動隊跡地(松江市黒田町地内) 約8,100㎡ 

・本 館 鉄骨造２階建て   延べ面積 1,545㎡ 

・警察庁舎 プレハブ造２階建て 延べ面積  606㎡(Ｒ10年度からリース) 

・倉 庫 プレハブ造平屋建て 延べ面積  303㎡(Ｒ10年度からリース) 

 

３．スケジュール 

 
 

Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 

 設計                   

供用 

開始 

 入札                   

 工事                   

 移転                   

 

４．事業費 

８６９,０２５千円 

(内訳) 

 設計経費   １９,５４５千円（９月補正予算） 

  地質調査   ６,８５５千円 

  実施設計  １２,６９０千円 

建設工事  ８４９,４８０千円（債務負担行為） 

 

５．その他 

国民スポーツ大会終了後、県庁舎の執務室や会議室の再配置に利用 

-9-



 
 
 
 
 
 

  障がい者雇用の状況について 

１．制度概要 

・ 障害者の雇用の促進等に関する法律第38条第１項の規定に基づき、国及び地方 

公共団体の任命権者には一定数以上の障がい者雇用を義務づけ 

 

２．知事部局における障がい者雇用率の状況（令和５年６月分・島根労働局報告数値） 
※職員数等は、障がいの程度や勤務時間に基づく換算により算出することとされているため、実人数とは異なる 

法定雇用障がい者数

の算定の基礎となる

職員数（人） 

障がい者の数

（人） 

実雇用率 

（％） 

不足数 

（人） 

法定雇用率 

（％） 

4,174.0 112.5 2.70 0 2.60 

毎年6月1日現在の状況を国に報告 

（前年比） 

実雇用率の増減（％） 障がい者数の増減（人） 不足数の増減（人） 

2.61 ⇒ 2.70 (＋0.09) 106.0 ⇒  112.5 (＋6.5)  0 

（主な変動理由） 

   ・ 正規職員について、令和５年４月１日に障がい者枠として３名（身体２名、精神

１名）採用のほか、新たに申告があったことなどにより５名分増 

・  会計年度任用職員について、令和４年７月以降、障がい者枠としての採用など

により１.５名分増 

 

３．採用スケジュール 

  10 月以降 会計年度任用職員（障がい者枠）の採用試験を実施 

10 月下旬 障がい者（身体、知的、精神）を対象とした正規職員採用試験を実施 

                            〈令和６年４月採用〉 

 

４．今後の取組等 

・ 「島根県障がい者活躍推進計画」に基づき、引き続き、障がいのある職員が、そ

の特性や個性に応じて、能力を十分に発揮し、働きやすく、やりがいを感じること

ができる職場づくりを推進 

・ 障がい者の働きやすい職場環境づくりや障がい特性に応じた雇用管理に関する理

解を深めるための「職員研修」を継続的に実施 

・ 健康福祉部や教育委員会等と連携し、障がいのある職員に担ってもらう職務の選

定・創出、作業の集約化、支援体制・職場環境の整備等の強化 

【参考】教育委員会等の障がい者雇用率の状況 

    実雇用率（％） 法定雇用率 

（％） R5.6.1 R4.6.1 

教育委員会 2.48 2.45 2.50 

病院局 2.14 1.67 2.60 

 

総 務 委 員 会 資 料 
令和5年9月27日・28日 
総 務 部 人 事 課 
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知事公舎の廃止について 
 

老朽化した知事公舎の用途を廃止し、公邸部分の貸出を今年度で終了 
 

１ 施設概要 

   所 在 地   松江市北堀町 241 番地 
敷地面積   2,434.61 ㎡ 

延べ面積    341.68 ㎡（うち公邸部分 151.10 ㎡、私邸部分 190.58 ㎡） 

構  造   木造平屋建 

建 築 年   昭和 61(1986)年３月建築 

 

 

２ 現在の利用状況 

・令和元年５月以降、知事の入居なし 

・令和元年 10 月１日より文化芸術等の振興を図る目的での貸出を開始 

（公邸部分のみ。有償） 

   ・利用実績 ６件（令和５年８月末現在） 

 

 

３ 公舎廃止の理由 

   建物内部の老朽化などが顕著となり、次に利用する場合には多額の修繕費用を

要する状況になったため 

 

 

４ 今後の予定 

   ・知事公舎としての用途を廃止し、管理コストを最小限に抑制 

   ・利活用策として行っていた公邸部分の有償貸出を終了 

   ・跡地は、表通りの門塀を残すなど、現在の景観を保持した活用策を 

売却の可能性も含めて検討 

総 務 委 員 会 資 料 

令和５年９月 27日･28 日 

総 務 部 管 財 課 
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